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三井金属グループは、知的財産を重要な経営資源と認識し、適切な権利保護、事業の優位性確保と新規事業創出へ

の活用、知的財産に係るリスク最小化、人材育成・確保そして知的財産を尊重する企業風土の定着を基本方針に知的

財産活動に取り組んでいます。

25中計のもと、知的財産部では経営戦略と連携した知的財産活動をさらに強化し、「2030年のありたい姿」 に向けた

取組みを推進していきます。

社長をはじめとする業務執行を指揮する役員に対して知的財産部を所管する技術本部長が

取締役会を通じて知的財産活動方針および活動状況を報告しています。

各事業本部長、事業部門長および開発部長に対して知的財産部長等が個別の知的財産活

動状況を報告するとともに、権利化に向けた取組み等を議論し、新規事業創出および既存事

業の深化に向けて得られた知的財産の保護、適切な管理および価値向上に取り組んでいます。

2025年4月からは、経営戦略に応じて知的財産活動体制を迅速かつ柔軟に変更できるように、

これまで兼務していた各事業本部の知的財産室を解消し、知的財産部に集約しました＊１。

知的財産ガバナンス体制

設備技術部

基盤技術部

品質保証部技術本部社長取締役会

保安環境部
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三井金属グループ全体＊２
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持分法適用会社であるパウダーテック株式会社は除いています。＊２

三井金属グループの特許ファミリー出願件数の推移 (2020～2024年度) および 2025年3月末時点における登録特許の国別内訳はP.98に記載しています。＊３

LexisNexis Intellectual Property Solutions が提供する PatentSight® により算出される評価データ。

特許ファミリーは、同一の基礎出願を基にした海外出願等の束。平均特許価値は特許ファミリーの競争力および質を表す指標の平均値。

特許総資産価値は平均特許価値の総和。事業本部間で共同保有特許があるため、各事業本部の特許総資産価値の総和と三井金属グループ全体の合計

に相違があります。

＊４

［2025年度からの新たな体制］

事業創造本部傘下の知的財産室については、兼務体制を継続しています。＊１

事業創造本部は新規事業創出のための積極的な出願・権

利化活動を推進し、機能材料事業本部では既存事業および

新規開発品の保護を目的とした出願・権利化活動を実施し

ながら、特許の棚卸等による効率化も推進しています。

その結果、保有特許ファミリー件数に関しては減少傾向に

あるものの、平均特許価値の向上により特許総資産価値は

CAGR（2020年度比）で ２%上昇の傾向にあり、知財・無形資

産の構築が進んでいます。 (右上グラフご参照)

2024年度の取組み状況

事業創造本部では、「戦略的な知的財産確保とリスクマネジ

メントにより、新規事業の将来価値最大化を目指す」 を方針

として知的財産活動に取り組んでいます。

全固体電池向け固体電解質（A-SOLiDⓇ）とパワー半導体

向け焼結型銅ペーストにおける事業化準備の推進、次世代

半導体パッケージ向け特殊キャリア（HRDPⓇ）における事業

化拡大に向けた取組みを進めています。また、同本部の総

合研究所では新規技術創出に向けたCO2の回収・変換等の

研究開発が積極的に進められており、関連技術の出願・権

利化を推進しています。

その結果、保有特許ファミリー件数の増加および平均特許

価値の向上により特許総資産価値はCAGR（2020年度比）

15%と増加傾向にあり、「価値の育成」 に向けた知財・無形

資産の構築が進んでいます。

事業創造本部における取組み

機能材料事業本部では、「事業戦略に沿った知的財産活動

を通じて事業利益の最大化とリスクの最小化を図る」 を方針

として知的財産活動に取り組んでいます。

各事業の市場環境等を踏まえ、強化すべき事業には成長

に必要な特許出願・権利化を推進する一方、その他の事業

には厳選した活動を実施しています。

とくに、機能性液体事業推進部の iconosTM やレアマテリア

ル事業部の NANOBIXTM 等の2030年に向けた新商品群や

銅箔事業部における高速通信向け技術に関する積極的な

特許の出願・権利化・維持を推進しています。一方で、保有

特許の棚卸および売却によって知財投資の効率化も図って

います。

その結果、保有特許ファミリー件数は減少傾向にあるもの

の、平均特許価値の向上により特許総資産価値はCAGR

（2020年度比）で３%増加の傾向にあり、 「価値の拡大」 に向

けた知財・無形資産の構築が進んでいます。

(右下グラフご参照)

機能材料事業本部における取組み
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先見性と人事の専門性でもって、経営戦略と従業員の幸せの実現を追求し、

統合思考経営への変革を人材の面から支えていきます。

三井金属グループでは、人が最も重要な

経営資本であると、明確に発信しています。

なぜならば、人が、主体的に価値を生む唯

一の存在だからです。どれほど優れた装

置、材料や知的財産があったとしても、そ

れに働きかける人がいなければ何も生ま

れません。さらに、人は、研修・教育、配置

による育成といった投資によって価値が増

大し、できることが増えていく。加えて、自

分は会社や組織、仕事としっかりつながっ

ているという実感、自分は自分らしくいて良

いのだという実感を高めることで、その人

の能力が最大限引き出されるようになると

考えています。

多様性も重要です。当社グループが今後

直面する難しい課題を解決し、持続的に成

長していくためには、様々な考えや価値観、

経験とスキルを持った人材が欠かせませ

ん。個人としては優秀であっても、多様性

のない集団では、より適切な判断を下すこ

とが難しく、組織としての強靭性にも欠ける

からです。

一人ひとりが持てる力を余すところなく発

揮でき、事業への貢献が最も期待できると

ころにいてもらう、そのような取組みを進め

ています。

三井金属グループのパーパスが想定す

る2050年の世界では、人々の働き方は今

とは大きく異なり、人材流動性が非常に高

くなると予測されています。そのような時代

になっても三井金属で働きたいと思っても

らうために、今から何をすべきかを考えまし

た。2050年の世界からバックキャストして掲

げられた全社ビジョンをもとに、人に関する

リスクや機会を検討した結果、人的側面に

おいては2030年のありたい姿（ビジョン）を

「先見性と人事の専門性で以て、経営戦略

と従業員の幸せの実現を追求する」と定め

ました。

個人のやりがいや成長を支援し、その人

材を組織として活用することで、経営戦略、

すなわち統合思考経営の実行と当社グ

ループのビジョンの実現を人材の面から支

えていきます。

2025年4月、「人材開発基本方針＊１」 を改

めて制定し、人的資本経営の戦略を整理し

ました（図1）。企業が責任を果たすべき人権

の尊重を前提に、パーパスを目指し全社ビ

ジョンの実現に向けて個々人に大切にして

欲しい行動の指針としてバリューを設定しま

した。これに、実力主義の人事制度の確実

な運用と、従業員の心身の健康を維持・促

進するための健康経営の強化が加わったも

のが、当社グループの人的資本経営の戦

略を支える基盤です。

そして、個人を尊重すること（図の左側）、

組織として人を活用すること（右側）を戦略

の２軸とし、取組みを実行していきます。個

人の視点の軸においては、三井金属グルー

プで働く人の「働きやすさ」を確保し「働きが

い」を実現し、さらにはこの会社だからこそ

「働きたい」と思うような、エンゲージメントの

高い人を増やします。組織の視点の軸にお

いては、事業評価 「育成・拡大・強化・再構

築」 それぞれに対してどのような人を配置す

るかという人材のアロケーションやそのため

の人材育成、経営者をはじめとした重要な

ポジションの後継者育成を強化します。

この2軸の戦略のシナジーにより、全社ビ

ジョンがより高いレベルで達成できると考え

ています。 ■

人的資本経営の戦略人的資本経営の2030年ありたい姿人は、最も重要な経営資本です。

*1 人材開発基本方針

執行役員

経営企画本部

人事部長

杉元 晶子

https://www.mitsui-kinzoku.com/csr/society/human_resource/

三井金属では、65歳定年制の導入を

皮切りに、2022年度より、組織の活性化

と挑戦する風土の醸成を図る目的で、

人事制度の抜本的改革を行なってきま

した。人に仕事を付けるという従来の制

度を廃止し、経営戦略の遂行上必要な

仕事を設定し、それに対して人を就ける

というジョブ型の実力主義の人事制度

を導入しました。ジェネラリストだけでな

く、スペシャリストを含めたキャリアの複

線化も可能としました。合わせていわゆ

る総合職・一般職の区分を廃止し、年

次・年功・学歴など関係なく、“実力”の

ある優秀な人材に対して活躍する機会

を提供していく仕組みとしました。

一人ひとりのバリューを意識した行動

を確実なものとしていくために、あらた

にバリューを人事制度における個人目

標や人事評価の基準に組み込む取組

みも開始しました。

三井金属では、個人の視点の戦略に

おいて、ダイバーシティへの取組みや働

きがい改革を進めてきました。ダイバー

シティ推進委員会＊４ （委員長：代表取

締役社長納武士、アドバイザー：社外取

締役武川恵子）を組織し、社長自らのイ

ニシアティブにより、女性活躍を足掛か

りとしつつ、それだけにとどまらない取

組みをロードマップ化し、マテリアリティ

に係るものも含めたKPIを設定して推進

しています（表１）。ダイバーシティ推進

委員会の取組みは取締役会に定期的に

報告・議論され、その結果が委員会活動

に反映される体制となっており、経営戦

略と連動する仕組みとなっています。

働きやすさに関して制度面では、ライ

フステージに合わせた、一部は国の基

準を上回る支援制度を順次導入してき

ました。2024年には、いきいきと働ける

環境を全社に整備していく目的で、働き

がい改革推進室を設置しました。

25中計期間も働きがい改革を加速し

ていきますが、とくに 「エンゲージメント

指標」全社平均55％に向けて、部門の推

進リーダーを定め、各本部長自らがダイ

バーシティ推進委員会で進捗を報告する

働く全ての従業員およびその家族が

心身ともに健康であることは、個性・能

力を最大限に発揮できる基盤であり、三

井金属グループの活力向上につながる

と捉えています。健康経営を推し進め、

従業員の健康維持・増進に取り組んで

います。三井金属は、2019年以降連続

して健康経営優良法人に認定されてい

ます。

2025年度より、喫煙対策、食生活改善、

運動風土の醸成の三つを重点健康施

策とし、トップメッセージ発信や、経営

トップの動画による座りすぎ防止および

運動の呼びかけ、2030年度末までの敷

地内禁煙へ向けた取組み等を行なって

いきます。これらの投資効果は、アブセ

ンティーズム＊２ とプレゼンティーズム＊３

の数字によって可視化を図ります。

1. 人的資本経営の戦略を支える基盤

実力主義の人事制度とバリュー 健康経営の強化

*２ アブセンティーズム

健康問題によって仕事を欠勤している状態。

*３ プレゼンティーズム

出社はしているものの何らかの健康問題によって

業務効率が落ちている状態

２. 人的資本経営の戦略 : 

個の尊重

働きがい改革

図１

*４ ダイバーシティ推進委員会

https://www.mitsui-kinzoku.com/csr/

society/diversity/#block02



ことで、さらに実効性が高まる仕組みとし

ました。

エンゲージメント向上の前提となるハラ

スメント撲滅にも取り組んでいます。これ

までにハラスメント防止に対する当社グ

ループ方針を制定し、全従業員へのハラ

スメント研修の定期的な実施、所属部門

ごとのハラスメント相談窓口の設置と周

知、匿名で通報可能な通報窓口と対応手

順を整備しました （P.64）。

取締役の報酬は、ESG指標要件型譲渡

制限付株式報酬においてKPIと連動して

います （P.52）。

働きがい、働きやすさ向上へ向けたこ

れまでの取組み実績が評価され、2024年

には「なでしこ銘柄」に選定されました。ま

た、株式会社ZENTechが主催する「心理

的安全性アワード2025」において、最高賞

の「プラチナリング」を受賞しました。
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実力主義の人事制度では、キャリアは

会社からあたえられるものではなく、働く

人が描きつかみ取るものであるという、

キャリア自律を個人に意識づけることが

必要です。会社は個人のキャリア選択権

を認め、一人ひとりと対話をしながらキャ

リアビジョンの実現をサポートする必要が

あります。

三井金属では、2022年度以降、管理職

をはじめとした職務記述書が公開され、

目指すべきキャリアがわかりやすくなりま

した。キャリア開発支援の強化、１on１や

キャリア面談の導入、自己申告書の拡充

を通じ、組織と個人が対話することで、個

人のキャリアビジョンや適性、発揮能力を

踏まえた能力開発が可能となりました。

４. 従業員への浸透と対話

キャリア開発支援

そのために研修体系も見直しました。新

たな研修体系では、思い描くキャリアに向

けた自律的な学びやリスキリングの機会

を提供する、カフェテリア型研修への移行

を実施しました。三井金属グループで働く

全ての人に対して幅広く学習する機会を

提供するために、オンライン学習プラット

フ ォ ー ム MLP （ Mitsui-Kinzoku Learning 

Platform）を運営しています。

人的資本経営の戦略や施策について、

従業員への浸透を図るため、2022年度か

ら人事キャラバンとして、三井金属の経

営幹部である執行役員 人事部長自ら国

内適用拠点にて、説明会および対話会を

行なってきました。

2024年度には各拠点の人員を、拠点の

幹部、管理職、一般社員、労働組合の４

つのグループに分け、グループごとに戦

略や人事制度、キャリア開発支援や働き

がい改革の説明を行ない、これらの運用

や、労働条件、人的資本の取組み全般に

ついて対話の場を設け、意見交換を実施

しました。拠点から挙がった意見や課題

を整理し、2025年度以降も人的資本経営

に係る施策の改善に取り組んでいきます。

組織として人を戦略的に活用していくた

めに、2022年4月に人事部内に人事ビジ

ネスパートナー(HRBP)室を設置し、各事

業本部にもHRBP担当を配置することで、

企業グループ視点における事業ポート

フォリオの動的管理に紐づく、グループ横

断の人材アロケーションの仕組みを構築

しました。

2025年度からは、人材アロケーションを

より効果的に進めるとともに、事業戦略に

対応した人材育成を推進します。また

３. 人的資本経営の戦略 : 

組織としての活用

重要ポジションのサクセッションプランを通

した中長期的な必要人材の特定、両利き

の経営をけん引できる人材の育成、各部

門でのタレントマネジメントについても、デ

ジタル技術を活用しつつ進めていきます。

１. 働きがい改革の加速

いきいき度 全社平均％

(エンゲージメント測定指標）

２.多様な人材の採用定着

正社員採用女性比率

男性育休取得率

外部評価

３．多様な視点を活かした価値創出

コミュニケーション指数

女性管理職比率

2024年度 実績

５１％

２５％

５２％

えるぼし認定

なでしこ銘柄

４０％

５.１％

2025年度 計画

５０％

２３％

７０％

えるぼし認定

なでしこ銘柄

３９％

５.６％

2027年度 KPI

５５％

２４％

８５％

えるぼし認定

なでしこ銘柄

くるみん認定

４５％

６.８％

2030年 ゴール

７０％

２７％

ー

プラチナくるみん認定

PRIDE指標ブロンズ

６０％

１０％

［表１］ 人的資本経営マテリアリティに係る KPI

事業の位置づけに応じた適切な人員の機動的配置を支える仕組み

事業創発を支える人材の特定と確保

・ 職種ごとの必要人数シミュレーション

・ キャリア採用が困難な職種の社内育成

データに基づく適所適材の精度向上

・ 一元管理されたデータベースの拡充

・ 人材マッチングの進化 （キャリア希望のズレ回避）

【組織として人を活用する】

三井金属グループは、企業の人権尊重への責任を果たすために、国連の 「ビジネスと人権に関する指導原則」 に則り、

人権方針に基づき人権課題に取り組んでいます。

三井金属グループは人権方針に基づき、人権マネジメント

体制を整備し、人権課題に取り組んでいます。三井金属グ

ループの事業活動に関連する人権リスクを評価し、当社グ

ループの従業員、サプライチェーンおよび鉱山事業に係るス

テークホルダーを、事業活動による影響がとくに大きく取組み

を優先すべき対象と位置づけています。そして、当社グルー

プに特有かつ顕著な人権リスクを、強制労働・児童労働を含

む11項目と特定しています。それら人権リスクに対応する 「人

権基準」 を制定し人権デュー・ディリジェンス（人権DD）の指

針としています。

人権方針、人権リスク評価と人権基準

[サプライチェーン・マネジメント］ P.42

[鉱山事業] P.44

［人権 マネジメント体制］ [人権方針］ [人権基準]

https://www.mitsui-kinzoku.com/csr/society/humanrights/

2023年度、日本における外国人技能実習制度により当社

が過去に雇用したまたは現在雇用している11名について、技

能実習生との個別インタビューやステークホルダーとの面談

を行ない、渡航前の採用プロセスにおいて負担した費用を調

査しました。2024年度、調査を終え、ILOによる原則や第三者

専門機関の意見を踏まえ、技能実習生が負担した採用に係

る費用のうち雇用者が負担すべき費用を特定し還付を行な

いました。再発防止策として、当社グループの外国人労働者

の雇用に係る細則案を策定しました。

当社グループは業界団体、関係省庁および企業などが連

携して責任ある外国人労働者の雇用に取り組むプラット

フォームに参画しステークホルダーとのエンゲージメントを行

なっています。ステークホルダーの人権に関する苦情処理メ

カニズムとして、内部通報および外部通報に関する制度

（P.64）を運営し、コーポレートサイトや研修等で周知を図って

います。

外国人労働者の人権尊重

人権方針と人権基準および人権に対する正しい理解と意

識向上のため、当社グループの全従業員を対象に、人権研

修を実施しています。2024年度はオンライン学習プラット

フォームにて人権研修（動画）を提供し、68％が受講しました。

また、海外拠点において人権DDの実施と合わせて、54人が

人権研修を受講しました。

人権研修

三井金属グループでは、結社の自由と団体交渉権を尊重

しています。当社および国内主要関係会社 （主要会社） にお

いては、ユニオンショップ協定に基づき三井金属鉱業労働

組合連合会 （三井金属労連）の傘下労働組合が結成されて

います。またその他の国内連結対象会社については、約８割

において労働組合が結成されています。海外連結対象会社

では、12社で労働組合が組織されています。定期的に労使

協議会や労使懇談会を開催し、労働者との意思疎通の場を

設け、毎年労働協約を締結しています。2024年度は三井金

属グループにおいて一週間を超えるストライキおよびロックア

ウトは発生していません。

労使関係

人権基準の実行状況を調査し改善を行なう人権DDを三井

金属グループ各拠点にて実施しています。自己チェックシー

ト （SAQ） による、非正規雇用者と間接雇用者を含めた全従

業員に関する人権DDを行なっています。2024年度までに国

内外対象拠点57のうちの48拠点、84.2％で完了しています。

2024年度は、海外主要拠点３拠点で人権DDを実施しました。

直接的な強制労働・児童労働を含む重大な問題は確認され

ませんでしたが、特定された人権課題については、各拠点に

フィードバックを行ない、是正措置（軽減対策）を講じました。

人権デュー・ディリジェンス

＊ 法的要請により、一部拠点の労働組合の組織情報が入手できていません。

団体交渉の対象となる従業員

従業員数

割合

国内

4,731

6,876

68.8%

海外

4,284

6,290

68.1%

計

9,015

13,166

68.5%

人権DDにより特定された人権課題と是正措置

・ 労働時間の取り扱い是正 （海外拠点）

・ 就業規則の従業員母語への対応（海外拠点）



三井金属グループは、強靭なサプライチェーンの構築のために、パーパスを基軸にサプライチェーンにおいても

社会・環境への負の影響に対応していきます。サプライヤーおよびお取引先の皆様とともに、サプライチェーン・

マネジメントの取組みを進めています。
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対象鉱物の見直しを適時行ない、必要性に応じ方針も改

定しています。方針に基づき、製錬事業等を担う各事業

部では、責任ある製錬業者として第三者認証を取得し、

毎年更新しています。

製錬事業については「責任ある鉱物原料調達方針」を

定め、銀はLBMAガイダンス、金はLBMAガイダンスお

よびRMIの基準であるRMAP＊10に沿ってデュー・ディリ

ジェンス（DD）を行なっています。銅、亜鉛および鉛につ

いては、LMEのコンサルテーション文書に沿ってDDを

行なっています。原料サプライヤーの評価および鉱物の

原産地や輸送ルート確認等のリスクアセスメントを毎年

度実施しています。また、当社からの再三の問い合わせ

に回答のないサプライヤーには、取引関係の再考も含

めたエンゲージメントを行なっています。これらの取組み

について、独立した第三者監査機関の監査を受審し、

その結果を報告・公開しています。当年度の活動状況を

まとめたCompliance Reportおよび監査法人による保証

レポートをコーポレートサイトにて開示しています。

タンタル製錬事業や薄膜材料事業における錫精製に

ついては、RMAPに沿って、第三者機関による監査を定

期的に受審し、RMAP Conformant （適合） の認証を取

得しています。

製錬事業以外の事業では、顧客からの要請に基づき

業界のプラットフォームに沿って、サプライチェーンを遡

るDDを実施しています。また、JEITA（電子情報技術産

業協会） の責任ある鉱物調達検討会に所属し、2024年

には鉱物サプライチェーンDDに関する意見交換を行な

いました。サプライチェーンの川下企業や、JEITAを介し

たRMI等の国際的イニシアティブへの協力やエンゲー

ジメントを今後も推進していきます。

＊６ RMI: Responsible Minerals Initiative （責任ある鉱物イニシアティブ）

＊７ LBMA:  The London Bullion Market Association （ロンドン地金市場協会）

＊８ LME:  The London Metal Exchange （ロンドン金属取引所）

＊９ CAHRAs: Conflict Affected and High-Risk Areas （紛争地域および高リスク地域） 

＊１０ RMAP:  Responsible Minerals Assurance Process （責任ある鉱物保証プロセス）

JEITA 「責任ある鉱物調達検討会」との意見交換会 （三井金属本社にて）

三井金属グループは、鉱物サプライチェーンに位置す

る企業として、責任ある鉱物調達を推進しています。

OECD（経済協力開発機構）の 「紛争地域および高リスク

地域からの鉱物の責任あるサプライチェーンのための

デュー・ディリジェンス・ガイダンス」、RMI＊６やLBMA＊７ 、

LME＊８などの国際的イニシアティブの要請に沿って管理

体制を構築し取組みを進めています。3TG（スズ、タンタ

ル、タングステン、金） のほか、銀や銅、亜鉛、鉛、コバル

ト等の対象鉱物について、CAHRAs＊９を特定し、紛争、マ

ネーローンダリングやテロ資金供与、人権侵害などの社

会課題および環境課題に係るリスクを特定しその低減に

取り組んでいます。当社グループでは、鉱物調達におけ

る包括的な方針として 「責任ある鉱物調達方針」 を制

定しており、各国の法規制化の動きを踏まえ、CAHRAsや

責任ある鉱物調達

サプライヤーへの取組み 実施サプライヤー数
*３

調達方針の周知と実行要請 887社 （795）

同意書回収 228社 （212）

SAQ総回収数  
うち、重要サプライヤー(KPI) 

新規サプライヤー
既存サプライヤー

■ 2024年度（単年度） 活動実績

社内研修
*５

うち、オンライン研修
責任ある鉱物
海外拠点（対面）

エンゲージメント実施 12社 （4）

＊３ ファーストサイクルで活動未実施の既存サプライヤー、
新規サプライヤーを含む全サプライヤー

「責任ある鉱物調達」調査
*４

236社 （142）

グループ内への取組み 参加者数

三井金属グループは、三井金属グループ調達方針を

制定し、人権/労働、安全衛生、環境、倫理への対応を

中心としたサプライチェーン・マネジメントを実施してい

ます。調達方針はコミットメントとしての調達基本方針と

具体的な実施指針である調達ガイドラインから構成され

ており、調達ガイドラインは定期的に改定（2024年度に

第三版を発行）しています。当社グループは、サプライ

チェーン・マネジメントをマテリアリティ（重要課題）に掲

げ、マネジメント体制を整備の上、進捗管理を行なって

います。監督機関である取締役会メンバーや経営層に

は、サプライチェーン・マネジメントに関する最新動向を

役員研修等で定期的に共有しています。また、従業員

やサプライヤーをはじめとしたステークホルダーを対象

に、苦情処理メカニズムを構築し運営しています（P.64）。

2024年度はサプライチェーンのリスクに関する通報はあ

りませんでした。

サプライチェーンにおける責任

[調達方針: 調達基本方針・調達ガイドライン］

［サプライチェーン・マネジメント体制］

https://www.mitsui-kinzoku.com/csr/supplychain/

三井金属グループは、調達額、サプライヤー業種や

ESGに関する国際的なリスク指標を参照し、サプライ

チェーンにおけるリスク評価を実施しています。当社グ

ループの事業への影響がとくに大きいリスクおよび重要

サプライヤー＊1を特定し、特定されたリスクを低減してい

くためにサプライヤーDDを実施しています。

当社グループの一次サプライヤーには、調達方針の実

行および自社のサプライヤー管理を要請しています。重

要サプライヤーに対しては方針への同意書や、方針の

実行状況を評価するためのSAQ（自己評価アンケート）

への回答を要請し、高リスク評価（Cランク）となったサプ

ライヤーについては是正（エンゲージメント）を実施して

います。2024年度、調達ガイドラインの改定と合わせて

SAQを更新しました。

加えて「ビジネスインテグリティ」に関しては、サプライ

ヤーとの贈収賄防止協議書の締結の取組みを実施して

います （P.65）。また、「エネルギー消費および温室効果

ガスの排出」 に関してはサプライヤーとスコープ3の削減

の取組みを実施しています。

サプライチェーンにおけるデユー・ディリジェンス（ＤＤ）

当社グループ内については、従業員に対してサプライ

チェーン・マネジメントの研修を定期的に実施し、調達

方針を実務で実行するよう要請しています。また、社内

の人権DDにおいて、調達方針の実行状況の評価を行

なっています。

当社グループは、2021年度から2024年度までをセカン

ドサイクルとして「サプライヤー デュー・ディリジェンス

（DD）を効果的に実施し、サプライチェーンにおけるクリ

ティカルなリスクを低減」とコミットメントを掲げ、KPIを設

定し取組みを進めてきました。2024年度はセカンドサイ

クルの重要サプライヤーのうち、SAQ未実施であったサ

プライヤーを対象としてSAQを依頼し、56社から回答を

頂き、実施率は94.9％でした。

SAQの評価でCランク判定となったサプライヤーは全

体の4％でした。セクション別では、「全般」＊2、次いで

「環境」に関する設問で得点率が低い傾向が見られまし

た。

Cランク判定のサプライヤーには、是正（エンゲージメ

ント）として、サプライチェーン委員会より特定された課題

の説明および改善に向けた対話を実施しています。

セカンドサイクル（FY2021-2024） における活動実績

サプライヤーには改善計画を策定して頂き、定期的に

改善の進捗を確認しつつ、改善完了に向け取り組んで

頂いています。2024年度は12社にエンゲージメントを実

施し、セカンドサイクルにおいては、Cランク判定の25社

全てに対し是正（エンゲージメント）を実施しました。また

そのうち16社が2025年3月末までに改善を完了しました。

その他、調達方針の周知と重要サプライヤーからの同

意書の回収、新規サプライヤーへのSAQを行なってい

ます。

2025年度からは、中期経営計画に沿って、サプライ

チェーン・マネジメントの2030年ありたい姿および2027年

KPIを設定（P.20）し、取組みを進めていきます。

＊１ 重要サプライヤーを以下の基準で特定しています。

（人材派遣・請負/業務委託・サービス会社（輸送・倉庫・設備等）の非生産材サプライヤーを含む）

（1） グループ年間調達額上位80％を占める

（2） 重要で代替のない部品等を供給している

（3） 人材系のサプライヤーのうち事業への影響が大きい

（4） リスクが高い地域で事業をしている （ESGに関する国際的なリスク指標を参照）

■ セカンドサイクルの目標（KPI）と実績 ：

 1. 年度毎の対象サプライヤーへの SAQ100％実施：  実績 94.9％

2. 高リスク（Cランク）サプライヤーへの是正100％実施：  実績 100％

■ 2024年度 SAQ対象サプライヤー（重要サプライヤー）評価結果

Aランク

（低リスク）

（高リスク）

（中リスク）

Bランク

34％

63％

Cランク
4％

実施企業

56社

※小数点以下の四捨五入の関係で合計100％にはなりません

＊２ 「全般」は、法規制モニタリングと遵守、サプライチェーン・マネジメント、行政指導、

品質保証/不正、BCP/リスクマネジメントに関する設問です。

90社 （73）
56社
18社
16社

648名
495名
99名
54名

＊４ CMRT、EMRT、AMRT等の業界標準の調査票、
その他のフォーマットによるアンケート回収数の合計

＊５ サプライチェーンマネジメントに関する研修の受講者（延べ人数）

（442）

＊ （ ）内の数値は、前年度実績
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三井金属グループのルーツである鉱山事業は、わたしたちのパーパスが示す「探索精神」を象徴する事業です。

これまでに培ってきた鉱山運営の技術と知見を活かし、サステナブルな鉱山事業のマネジメントを推進します。

当社のマテリアリティに基づき、ICMMの基本原

則やSASBなどにおいて指摘されている鉱山事業

のリスクを踏まえ、策定した活動計画を実行し、年

度ごとに進捗管理を行なっています。

また、当社の出資比率が50％を超える操業鉱山

については、これらの進捗管理に加え、鉱山事業

に係る自己評価アンケートを用いた人権・環境に

関する調査を毎年実施しています。

サステナビリティ活動計画と鉱山事業マネジメント

ワンサラ鉱山・パルカ鉱山を操業するサンタルイ

サ鉱業では、鉱山周辺の地域コミュニティとのエン

ゲージメントを重視し、コミュニティのニーズに沿っ

たインフラの整備、教育・人材育成の支援、農畜

支援を継続的に行なっています。

2024年度も2023年度に引続き近隣自治体に対し

て、専門技術者を適宜派遣し、畜産開発を支援し

ています。

2022年度に受けた地域住民からの鉱石運搬ト

ラックの通行に関する苦情についての協議を2024

年度も継続し、早期解決に向け取り組むとともに、

必要に応じた是正を行なっています。

鉱山周辺の地域コミュニティとの関わり

鉱さい集積場からの鉱さいの流出リスクを、鉱山

事業における重要な環境課題と位置づけ、所在国

の技術指針、マニュアル等に則って鉱さい集積場

の管理を行なっています。三井金属グループが管

理する鉱さい集積場については、適用される指針

に基づき安定性評価を行ない、耐震性を確認して

います。

鉱さい集積場の管理

ワンサラ鉱山・パルカ鉱山はそれぞれ１基の水力

発電所を保有しており、発電した電力を操業で使用

しています。

再生可能エネルギーの利用

ワンサラ鉱山・パルカ鉱山は EIA（環境影響評価）

に従って、関連法規に準拠した排水の水質管理を

行なっています。生物多様性を含む周辺環境に与

える酸性水のリスクを踏まえ、酸性水発生源への対

策とともに、発生した酸性水の集約・管理と中和処

理を徹底しています。

 また、三井金属グループが管理する国内の休廃

止鉱山については、重金属を含む酸性水が発生す

る管理地において坑廃水処理設備を設置し、国が

定めた基準値内に処理しています。

水の管理

三井金属グループでは、対象となる鉱山におい

て政府に閉山計画を提出し認可を受け、閉山処

理費用の保証または積立を実施しています。閉

山計画では将来の閉山を見据えて、現在の鉱山

のライフサイクルに応じた対応を実施しており、現

在は坑廃水/酸性水の発生量削減と覆土植栽に

よる地形安定化に取り組んでいます。

具体的にはワンサラ鉱山とパルカ鉱山において、

過去の採掘に伴って地表に積み上げられた廃石

（ズリ）の撤去を進めており、さらに撤去箇所にお

いて排水側溝の整備や植栽による植生復元を行

なっています。

閉山計画

年間使用電力の種別内訳 （2024年度）

ワンサラ鉱山 パルカ鉱山

■ 水力 ■ 火力 ■ 購入電力

５1％

７７％

４９％

２３％

サステナビリティ活動計画の概要

関連するマテリアリティ KPI (2027年)

私たちの 「Values」 を実践する人材 ・ 安全な発破規格の再検討

サステナブルな社会を叶えるバリューチェーン

環境と調和した事業活動

・ 鉱さいの再利用による堆積量の削減

・ 旧廃石（ズリ）堆積場エリアを中心に計3000本の植林

・ 休廃坑、捨石たい積場への客土・植栽の継続実施

・ 地域コミュニティからの雇用推進および現地サプライヤー

からの調達に関する方針の整備

神岡鉱山

ワンサラ鉱山

ワンサラ鉱山/パルカ鉱山

赤石鉱山

ワンサラ鉱山

ワンサラ鉱山 （ペルー）

パルカ鉱山 （ペルー）

赤石鉱山 （鹿児島県）

有り

有り

無し

12.8百万USドル

3.2百万USドル

265.1百万円 ※

※ 赤石鉱山については、関連する事業所に所在する鉱さい集積場

の積立額を記載しています。

既保証/積立額
（2024年度）

閉山計画
の有無

鉱山名

対象範囲

ワンサラ鉱山/パルカ鉱山

・ エコツーリズム推進による生物多様性保護の実施

・ 鉱さい集積場でのリアルタイムモニタリングの開始と

包括的な緊急事態対応計画の立案

家畜の品種改良支援をはじめとする継続的支援を実施しています

（パルカ鉱山近隣、ジャマック農民共同体にて）
アタラヤ・プロジェクト

ワンサラ鉱山とパルカ鉱山の間に位置する亜鉛・鉛鉱床

の探鉱プロジェクトです。2006年に調査を開始し、2009年

には権益100％を取得、これまで様々な調査や技術検討を

継続してきました。

日本人スタッフならびに現地ナショナルスタッフによる開

発検討チームを編成し、社会に貢献できる鉱山の実現を

目指してプロジェクトの検討・評価を進めています。

ワンサラ鉱山・パルカ鉱山の開発および長年の操業を通

して培った技術や知見を活用し、周辺環境に配慮し、地域

コミュニティの理解を得つつ、探鉱やプロジェクト評価の活

動を進めています。また、鉱山開発計画においても、周辺

環境や地域コミュニティに与える影響の低減だけでなく、

共存・共栄を実現するための計画を策定していきます。

フィジビリティ・スタディを実行し、鉱山開発のための基本

設計と開発可能性の評価を推進していきます。また並行し

て、環境ベースライン調査と鉱山開発による環境影響評価

を実施したうえで、建設許認可の取得手続きを取り進めて

いく計画です。

ペルー中央部アンデス山脈に位置するアタラヤ・プロジェクトキャンプエリア

（探鉱エリア入口から撮影）

Atalaya Advanced Exploration Project

25中計における取組み

プロジェクトの概要

サステナブルな鉱山開発へ向けて
TOPICS

コーポレートサイトにて鉱山事業におけるサステナビリティの取組み

の詳細を掲載しています。

https://www.mitsui-kinzoku.com/csr/mining_business/
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